
新型コロナウイルス終息後をみすえた国際戦略を
2020 年の新型コロナウイルスの感染拡大は、これま

でにないくらい国境を超えた人の動きを制限することに
なった。しかし、過去の SARS などの感染症、同時多発
テロ、さらに遡れば世界大戦により国際交流は一時的に
途絶えてもグローバル化の流れは変わらず、モノ・人・
金・情報の流動性はいっそう高まっている。現在のよう
な状況も永続するわけではなく、数年後にはこれまで以
上に国境を越える人流が活発化する可能性もある。地方
創生の観点から、新型コロナウイルス終息後にそれぞれ
の地域が飛躍できるかどうかは、今の時期の取り組み次
第なのではないか。

地方からの国際戦略の推進は、海外の視点を地域に呼
び込み、新たな価値を生み出すシステムづくりである。
どのようにして地域の強みを活かし、地域資源を開発し、
世界に対して発信し、外国人たちを受け入れていくかを
考えなければならない。

自治体の規模別に適用可能な国際関係施策を、観光関
係、産業振興関係、人材育成関係の 3 つに分類したと
ころ、自治体の規模別に次図のとおり整理できる。

ボーングローバルの地域政策
今後、地方の国際戦略を主導する自治体職員がグロー

バルに、海外とつながることによる地域活性化の取り組
みを企画調整していくことが求められる。それは東京や
大阪また福岡といった大都市だけが行うものではなく、
人口10万人程度やそれ以下の規模の自治体であっても、
その特長を活かして国などのさまざまな支援機関と連携
しながら展開できる可能性がある。

佐賀県唐津市や大分県別府市などで取り組まれている
地方からの国際戦略は、国内をまず対象とし、次に海外
にとステップを踏むのではなく、特定の分野に特化し地
域を世界との窓口にしようと取り組む「ボーングローバ
ル」の心意気が政策形成過程の最初から存在する。

地方においてグローバルに訴求できる商品やまちづく
りが生まれてくるのであれば、それは外貨獲得や外国人
観光客誘致、中小企業の海外販路開拓といった経済効果
以上に、国内の人々をも楽しませる存在となる。こうし
て東京を介さずに地方が直接海外と接することで、地方
において多様性を生み出し、そもそもの魅力とともに上
質な仕事内容と働き方によって日本の地域創造が進展す
ることを願う。
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